













































































































































































































































































































































章 条 現栃木市 旧栃木市 旧大平町
総則
目的 1 1 1
条例の位置付け 2 2 56





人権尊重の原則 5 6 3
自然との共生の原則 6 4
情報共有の原則 7 5① 6
市民参画の原則 8 5② 5
協働の原則 9 5③
市民
市民の権利 10 7 11, 13-15
市民の責務 11 8 16-19
青少年や子ども 12 9 12
事業者の責務 13 10
地域自治 14 11 20, 21, 53
交流 15 52
議会
議会の権限・責務 16 12 22, 23
議員の責務 17 13 24
執行機関
市長 18 14 25-27
行政委員会等 19 15
市職員 20 16 31
情報の共有
情報共有 21 28 7, 9
情報公開 22 29 8
個人情報保護 23 30 10
参画と協働
参画 24 31 29
協働 25 32
住民投票 26 36 38, 39
審議会等 27 33 34
意見募集 28 35 30
市政運営
市政運営の基本 29 20 28
総合計画 30 19 40-42
財政運営 31 21 43-48
行政評価 32 22 51
外部監査制度 33 23
行政組織 34 17 32









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































章 条 栃木市 宇都宮市 日光市 真岡市 下野市
総則
目的 1 1 1 1 1
条例の位置付け 2 22 27 2 2




基本理念 4 3 3 4 4
人権尊重の原則 5 3Ⅳ 5Ⅰ 5①
自然との共生の原則 6
情報共有の原則 7 6④ 3Ⅱ 5Ⅲ 5②
市民参画の原則 8 3Ⅰ 3Ⅲ 4Ⅰ 5③
協働の原則 9 3Ⅱ 3Ⅰ 4Ⅲ 4Ⅱ
市民
市民の権利 10 4 4 6 12
市民の責務 11 5 5,12 7 13
青少年や子ども 12 4Ⅱ 11
事業者の責務 13 18 15
地域自治 14 16,17 16～18 14
交流 15
議会
議会の権限・責務 16 7 6 9 16
議員の責務 17 8 6Ⅳ 10 17
執行機関
市長 18 9 （7） 11ⅠⅡ 18
行政委員会等 19 10 （7）
市職員 20 11 （7） 11Ⅲ 19
情報の共有
情報共有 21 20 8,9 6,27
情報公開 22 15 7
個人情報保護 23 10 8
参画と協働
参画 24 6Ⅰ① 11 8 9
協働 25 7,13 8 10
住民投票 26 15 19 18 33
審議会等 27 13 32
意見募集 28 14 8Ⅱ 17 31
市政運営
市政運営の基本 29 12
総合計画 30 6Ⅰ② 20 20
財政運営 31 12Ⅰ⑤ 22 23






行政手続 36 6Ⅰ⑤ 25
職員施策 37
出資団体等 38 24
危機管理 39 23 30
公益通報 40 16 29
要望等への対応 41 28
広域連携 42 6Ⅰ⑥ 25 12Ⅴ 35,36
国際交流 43 26 37
条例の見直し等
市民会議 44



























































































































































































自治体名 宇都宮市 日光市 栃木市 真岡市 下野市
条文数 22 28 45 19 38
本則文字数 2794 4406 7462 3251 5135
（出所）筆者作成
本稿の冒頭でふれたように、地方分権改革を進めれば、地域の問題がす
自治体における自治基本条例の制定意義（児玉） 319
べて解決されるわけではない。分権型社会で明るみになるのは、むしろ理
想とのギャップである。地方自治の厳しい現実に市民の目を向けさせるこ
とにこそ、分権改革の意義があったと言ってよい。そして、自治基本条例
もまた万能薬ではない。条例を制定さえすれば、地域がうまく治まるとい
うのは幻想にすぎない。
自治基本条例の制定に関する筆者の立場は、必ずしも単純ではない。筆
者は、栃木市のほかに栃木県でも自治基本条例の検討に関わったことがあ
る。基礎自治体、特に合併後の基礎自治体が自治基本条例を制定すること
は自治の共通基盤を再構築するのに役立つとして、栃木市では条例制定の
推進を唱えた。他方、広域自治体が自治基本条例を制定することは基礎自
治体の足かせになりかねないと、栃木県の条例制定には慎重な立場をとっ
ている。もとより自治基本条例の論点は多岐にわたり、特定の論点のみで
評価しうるものでもない。
ただ、一貫して懸念するのは、住民不在のまま自治基本条例が制定され
ることである。まして自治基本条例の制定に乗じ、合理性を欠いた政策が
制度化されることには、なおさら反対である（児玉2009参照）。だが実際
には、自治基本条例の必要性や内容があまり吟味されないまま、首長は流
行に乗るかのように制定を公約に掲げ、職員は先行事例に倣って原案を用
意する。多くの住民は関心を示さず、議会でもさしたる議論が交わされな
いおそれもある。「自治体の憲法」とも呼ばれる重要な条例が一方的に制
定されうることを考えると、地方自治の危うさを感じざるを得ない。
今後の自治のあり方について一般の市民が話し合い指針を作ることは、
決して容易ではない。正確さや公平さに欠ける場合もあるだろうが、なる
べく情報を開示して多くの批判を仰ぎ、問題点を見直して修正を繰り返す
といった地道な努力を重ねるしかあるまい。
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